
平成１９年度 第２回 北海道入札監視委員会 議事録 
                                           平成１９年７月２６日（木） 

１３時３０分～１５時４０分 
                                           道庁別館１０階企業局大会議室     
［参加者］ 
 
入札監視委員会委員   浅水委員長、白石委員長代理、肥前委員、森川委員、山本委員 

 
発注関係部      農政部農村振興局事業調整課 近藤課長、谷口主幹、宍戸主査、水産林務部総

務課 伊藤主幹、高橋主査、建設部建設管理局建設情報課 篠崎課長、高瀬主幹、

中村主幹、上谷主幹、田中主査、寺崎主査、木村主査、同部建築局計画管理課 明

石課長、山崎主幹、藤田主査、出納局総務課 梅木主幹、吉田主査、阿保主任、向

井主任 
事務局        総務部行政改革局 谷本局長、行政改革課 生駒課長、橋本主幹、中村主査   
 
（ Ｑは委員からの質問、Ａは事務局等からの回答、Ｏは委員からの意見、要望、委員長進行等、Ｅは

事務局等からの説明） 
 
 
Ｏ 報告事項から説明願います。 
 
Ｅ ＜資料に基づき説明＞ 
 
Ｏ これについてご質問、ご意見ありませんでしょうか。 
 
Ｑ  多様な入札方式の実施ということで、多様な入札方式を６０％以上導入したわけですけれども、ど

のような入札方式を導入したかというと、ほとんどが簡易公募型の指名競争入札で、一般競争入札と

かはほとんどないわけですけれども、これは今までの指名競争入札から多様な入札方式を取り入れ

て移行する際に、手始めとして取り入れやすい入札方式であるからという理解でよろしいんでしょう

か。 
 
Ａ  一般競争入札につきましては、制限付きと条件付き、地域限定型一般競争入札というものがある

のですけれども、制限付きにつきましては５億円以上ということで枠組みが決まっております。地域限

定型につきましては小規模な工事があってもできるのですが、簡易公募の方が発注者として手続き

的に簡易で、公示用設計書などを出す時期も後で済むので、事務的にも業務的にも負担が少ないと

いうことがありまして、簡易公募の方が多くなっているというのが実態でございます。 
 
Ｑ  特に、多様な入札方式で水産部門が、９０％を超えて高い導入率を示しているわけですが、一方で

工事の落札率を見ますと水産部門が一番高いのですね。ですから、あまり簡易公募型指名競争入札

を導入しても落札率に効果があまりないのかなと感じるのですけれども。もちろん水産とか分野ごと

のいろんな要因も入ってきているのだと思いますが、実際に、簡易公募型指名競争入札を実施されて

いる中で、指名競争入札より、より多くの業者の方が参入なさっているとか、指名競争入札との違い



は現れているという風にお感じになりますでしょうか。 
 
Ａ  入札方式別落札率では、指名競争より簡易公募型の方が全体で行くと若干低いような数字になっ

ております。入札方式で落札率がどう相関するというのはこれだけでは解りにくい面や、分析しにくい

面があるのかなと思っております。ただ、簡易公募とか公募したときに、入札参加者が指名よりも逆に

少なくなるケースもありまして、指名競争の場合は１億以上の工事ですと１５社指名しますけれども、

ある条件を付けて公募しますと、実際は１０社しか応札しなかったとか、８社だとか、絶対数は指名よ

りは少なくなるような傾向にあります。 
 
Ｑ  指名されると、本当はあまり参加したくなかった人も指名されたら来なきゃいけない。 
 
Ａ  それは、否定できない面もあります。地域要件を設定した後の１５社というのはかなりの数になりま

す。ただ、地域要件を設定して、こういう工事はどうですかというときに多少、少なくなるケースもあると

いうことは確かです。 
 
Ｑ  先ほど水産の方は、かなり工事の落札率は高いということだったのですが、委託契約になると水産

がかなり低いですね、工事とか委託の種別によって大きく違いができるというのはあるんでしょうか。 
 
A  水産土木の工事につきましては、コンクリートでブロックを作って海中に埋めるという工事が非常に

多いものですから、工事のバリエーションが非常に狭いということがあって、工事本体の発注について

は落札率に差がつきにくいという部分があります。ですから、各公共工事を並べたときに若干高めに

なるという状況です。委託の場合については、逆の方に作用しまして、委託を受ける業者が、自分の

ところで色々バリエーションをつけていく部分が、なかなか少ないとい言うこともあって、あとは価格面

のたたき合いという状況が発生しているということだろうと思っております。 
 
Ｏ  発注機関名別の多様な入札方式発注率で、日高支庁が大変低くなっているのですけれども、先日

お聴きしましたら、災害復旧の件数が多かったということなのですが、例えば、この資料を作るときに、

災害復旧など、国土交通省で事前のＢバイＣを計算しなくていい項目のうちの維持管理を除くとか、そ

ういう条件をつけて数字をもう一つ出すようなことはできないでしょうか。というのは、努力してもその

結果が見えない、災害復旧の多いところは見えなくなってしまい、何もやらなかったように見えてしまう

というのは指標としては不適切かなと思うのですが。いかがでしょうか。 
 
Ａ  それにつきましては、資料の取り方等、検討する必要がありますので、持ち帰って内部で検討させ

て頂きます。 
 
Q  談合情報の対応で、工事名に錯誤があったというのはどういうことですか。 
 
A  新聞社の方へ匿名の通報がありまして、新聞社から支庁の方に連絡があったのですけれども、そ

の時に工事名を間違えたようです。 
 
Ｑ  誰が、誰にですか 
 
Ａ  新聞記者の方だと思われますが。支庁へ伝えるときに間違ったようです。何件かある中で取り違っ



たのかどうか、そこまでは調べていないですけれども。その結果、工事を間違えているので談合情報

にはならなかったということです。結果的に、談合ではなく違う事由で中止し、同じメンバーで再度入

札をかけたということです。 
 
Ｑ  別な工事の名前をいったということですか。 
 
Ａ  そうです。 
 
Ｑ  その場合の別の工事はどうなったのでしょうね。 
 
Ｑ  正しい情報は新聞社には来ているのですよね。 
 
Ａ  その新聞社から、間違えていましたと連絡が入りましたので、わかっていたようです。 
 
Ｑ  正しい情報はこちらには入っていないということですね。 
 
Ｏ  正しいかどうか解らないけど、確認しようがないということですね。 
 
Ｑ  談合情報を毎回見ていますが、どう対応したらいいのか難しいのですけれども。この情報が正しい

かどうか、確認しにくいわけです。怪しいと思われるので、こういう手続きを取りましたと報告を受けて、

それ以上やりようがないと思えば、それで今回はよろしいんじゃないでしようかというかたちで、毎回こ

なしていけばいいんですね。 
  今のところ、現場で対応していますね。入札の取り止めだとか。 
 
Ｏ  委員のイメージだとこういう風にしたらいいのじゃないかということは。 
 
Ｏ  私としては、どうにも対応のしようがないと。現場でこういう対応をしました、という情報が自分の前

を流れていくだけで。現場の方がより詳しくて、各件について知っていらっしゃるんでしょうから、その

方々が適切だと思って対応した方法を受け入れるしかないかなというふうには思っています。 
 
Q  談合情報については、今までは、こちらの委員会では権限というものがなかったのですかね。 
 
Ａ  入札監視委員会設置要綱の所掌事務のなかには含まれていません。意見交換は自由ですが。 
 
Ｑ  今度、談合情報対応手続きが変われば、加わるんですね。 
 
Ａ  談合情報対応手続が改正になれば、委員会の所掌事務に項目を増やすということになります。 
 
Ｑ  基本的には、調査権がないから対応できない。対応が難しいと言うことなんでしょうね。実際は。 
 
Ａ  なかなか、確認を取るというところまでは、今、委員が言われたように強制的な捜査権というものが

ないので、話を聞くだけということしかできないですし、対応としては入札の方式を変えるとか、指名で

あれば指名の業者を入れ替えるとかそういうことをやれば、もし談合があったとしてそれは成立しない



わけですから、そこまでが限界なのかなと。 
 
Ｑ  各件についてどうしょうというよりも、こういうのを踏まえて入札制度を考えていく際に生かしていくと

いうことくらいでよろしいんでしょうか。 
 
Ａ  そういうことになると思いますが、極端な例であれば、発注機関はそれぞれの考えで調査して対応

するのですけれども、ある発注機関では、他の発注機関と違って、そのまま入れ替えないでやりまし

たとかいうような、対応が他と違うことがあれば、当然それは入れ替えてやるべきではないかとかいう

ようなご意見をいただいて、次回から、それを発注機関に生かしてもらうとか、そういうことはあろうか

と思います。 
   今までは、大体、入れ替えるなどの形で対応しているのが一般的で、そう極端に対応状況が委員

の方々から見てまずいというのは、今まではなかったのかなと思うのですけれども。そういう例が出て

くれば、ご意見をいただいて、それを次から生かしていくということになると思います。 
 
Q  入札前については、かなりの案件についてそういう対応が事前になされていると思うのですが、入

札後の情報の場合は、結果的にはなかなかちょっと難しいということなんですけれども、これは、それ

ぞれの所属機関で適切に評価して、この委員会で、そういうことが妥当であったか、適切であったかと

いう判断、事後承認的なこととか、或いは、違うプロセスで判定した方が良かったんではないかと、そ

んなことを、次の入札に関連して提案・提言をできるようにするとか、そんな立場で考えるとよろしいで

しょうかね。 
 
Ａ  事後の方についてはそうなるかと思います。 
 
Ｑ  ちなみに、総合評価の案件は、入札価格と総合評価点は一致していた案件なのでしょうか。それと

も逆転した案件でしょうか。 
 
Ａ  これは、最低の価格を入れたものが、最高の評価点を取ったものです。この案件につきましては、

３０社くらい公募に参加した案件だと思います。事後に談合情報が来たのですけれども事情を聞いて、

談合の事実が確認できなかったんで、そのまま落札としたとのことです。 
 
Ｑ  落札率はどれくらいだったんですか。 
 
Ａ  すみません、先ほど３０社参加といいましたが、それは別の案件で、これは総合評価なので、少し

少なくて入札参加者数は８社です。落札率は、８８．１％です。 
 
Ｑ  次の工事の落札率はいくらですか。 
 
Ａ  ９１．６％です。 
 
Ｑ  それぞれ聴取したが確認できなかったということになっているのですけれども、現地が具体的にど

ういう調査をしたのかというのはこちらではわかっているんですか。 
 
 



Ａ  調査事項は、各社を呼んで、誰が積算したとか、責任者は誰かとか、談合の事実はどうなのか、そ

れを聞いて、報告はこちらにも上がってきます。 
 
Ｏ  上がって来ているんですか。 
 
Ａ  一応、共通様式がありまして、各社に同じことを聞いて、それをまとめた上で、最終的に調査報告

は各発注機関からそれぞれに上がってくるということになっています。 
 
Ｏ  他に何かありますか。それでは、次に議事に入りたいと思います。 
   １番の入札契約制度の適正化に係る取組方針（原案）について、意見のとりまとめを行います。 
   まず、入札契約の適正化に係る取組方針（原案）に対する改善意見の対応状況について事務局よ

り説明をお願いします。 
 
Ｅ  ＜資料により説明＞ 
 
Ｏ  今の説明について、ご意見ありませんか。 
 
Ｑ  電子入札ですけれども、段階的に広げていくということですが、年度ごとに何％ぐらい広げるとか、

目標は立てておられるのですか。 
 
Ａ  大まかにいえば、工事は全体の四分の一、半分、四分の三、そして４年後には全部というような。

委託についてはもうすこし早めにと、ある程度そういう計画は立てています。ただ、業者さんの方の機

器の配置も進んでなければいけない。その辺との兼ね合いもあるんです。 
 
A  基本的には、建設業者ですとランクの上の方から、Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄと。すでに国は完全に電子入札化

していますので、国の入札に参加しているところは、もう、簡単に導入できるんですよ。逆に発注者側

の方の操作の慣れの方が課題であって、下のランクになると、さっき申しましたように、機器の導入と

かいう問題があって、なかなか一年くらいでは整備ができない。Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄというランク分けで考えて

います。 
あと、委託の方は、設計とか測量やっているところは、パソコン等は慣れていますので、そちらの方

はほとんど心配していませんので、いっぺんに導入可能だろうと。 
 
Ｏ  今年の３月に出した、この委員会の改善意見のうちの、大きくいって３点、この部分の対応が、困

難といいますか、難しいということで、あとは対応している、或いは別途対応という形での対応状況に

なって、これが意見になるということですね。 
 
Ｑ  一枚目の、「判断は発注部局で行うこととなっている」ところの関係ですけれども、それぞれの現場

に、談合情報が入ってきたときに具体的にその情報に関わる方は、お一人なんですか、それとも段階

的にですね、ある人が受けましたよ、それで判断を出しました、それからその次の人がその内容を見

ましたというようなことでいきますと、何人ぐらいの方が具体的に関わっていらっしゃいますか。 
 
Ａ  土木現業所でいけば、委員会がありまして、工事契約課というところで受けるんですけれども、そこ

と、関係の部長２人、総務課長の５～６人で委員会を構成していまして、そこで議論して、すぐに対応



を決定するという仕組みになっています。 
 
Ａ  支庁においては、現場で、契約担当部局で電話なりで受け、すぐに談合情報対応手続きの窓口の

総務課の主幹に入りまして、主幹からまっすぐ関係課長、部長、支庁長と、公正入札委員会を構成し

ているメンバーに報告を順番に入れていき、支庁長（契約担当者）の方で調査をするかどうかという第

一段階の判断をします。ある程度調査基準がありますので、その調査基準に則って判断し、ある程度、

各部局統一的な判断でやられていると思いますけれども、その後調査するということになりまして、公

正入札委員会を適宜、速やかに開催しまして、審議し、判断していくということになります。 
 
Ｑ  談合情報が入り、担当の部局で委員会を作って対応していられるんですが、そこに公正取引委員

会が入ってくるとか、もっと大げさになって捜査が入るとかいうところまでいくかいかないかというのは

どう決まるんですか。 
 
Ａ  公正取引委員会とか、今回の改正で警察にも同じような情報を入れるということにしましたから、公

正取引委員会と協議していますよと、そういう仕組みを作っております。入れる談合情報は、行政上で

整備した第一段階の情報、入札参加者名、入札結果ですとかこういうような客観的な情報は全て提

供しております。その内容で不明な点があれば、公正取引委員会からこの点についてはどうでしょう

かという聴き取りがありますけれども、公正取引委員会の、実際の調査とか捜査とか、そういう部分に

ついては、私の経験上では、出くわしたことはありません。聞くところによると、公正取引委員会は、

淡々とデータを整理して、自分たちの持っている調査の内容とか、証拠とか押さえているでしょうから、

それに従って、権限に基づく立入調査をしてくるのだと思います。全く予告なしで。あまりいい事例でな

いですけれども、上川支庁の平成１１年の公正取引委員会の調査に関しても全く予告なしで入ってき

ています。 
それまでも談合情報対応手続きもあり、暫定的ではございましたけれども、そういう部分では、情報

として公取の方にいっていたか定かではありませんけれども、そういうデータ集積をして、公正取引委

員会は公正取引委員会なりの調査権限に基づいて独自にしていると理解しています。そのへんの情

報については、公正取引委員会は出さないですし、おそらく知られてはいけないのだと思いますけれ

ども、公正取引委員会に私たちが情報を提供しているということ、個別に提供しているということは要

領には書いてありますけれども、具体的にどういう情報を提供しているかということは公表しないでく

れという風に公正取引委員会から言われているものですから、私たちも具体的にどの情報を、どうい

う風に公正取引委員会に提供していますよと言うのは、公表したり、業者に伝えたりと言うことはあり

ません。 
 

Ｏ  個別の情報については、公正取引委員会にこちらから情報を提供しても、即、動いてくれるというこ

とはないわけですね。突然、ある日やってくるということ。個別の談合情報があったときにどうしていく

かということは、北海道の各部局、発注している側で対応しておくしかないわけですね。わかりました。 
 
Ｏ  意見のとりまとめなんですけれども、お手元の案のとおり考えてきましたが、いかがなものでしょう

か。修文の意見を頂きたいと思いますが。 
 
Ｏ  対応困難なところも、対応するのは難しいなという部分についてこうなっていますので、問題だと思

いません。対応状況もこれで問題ないと思いますし、取り立てて問題ないと思います。 
 



Ｏ  現状できるところは、できると言うことで、ただ、いろいろと手続き見直しの中で、対応困難なところ

につきましても、見直しの中で改善できるところは、はじめから困難と言うことではなくて、できるもの

は順次取り込んでいくということが必要ではないかと思いますね。 
 
Ｏ 対応困難なことについても見直していく 
 
O 今後の対応の中で、留意はしておいて頂きたいと。取り組めるものは、今後取り組んで頂きたい。例

えば、郵便入札制度は取り組みの中で自動的に消えてくると思いますけれども、審査を行う専門機関

の設置では、「現段階では」とついていますよね、この辺も組織が変わってきた段階では、対応可能に

なるものなのかどうか出てくるのではないかと思います。そういう点も含めて、はじめから困難ですよ

と外して、検討しないというのであれば問題が残ると思いますので、いろいろな見直しの中で、今後、

取り組むことが可能となってきた段階で、それなりの対応をお願いしたと思います。 
 
Ｏ 基本的にはこういう現状の取り組みを進めて頂いてよろしいかと思いますけれども、これを運用して

いった中で、問題も出てくるのかと思いますので、その点については、進めながら改善を常に行うという

ことでよろしいかと。 
 
Ｑ  行き過ぎた低価格受注というのがあるのですが、入札する側から見ますと、仕様書なり契約書の、

項目が仔細かどうかによって、知らないところに参入しようとすると、想像がつかないので、思いきり

低価格で入れてしまうということは非常にあり得ると思うのです。ここに書いていないのですけれども、

こういうことも含まれている、こういうことも含まれていると、これまでおやりになっている業者さんだっ

たらご存じだとか、そういうことが細かく指定されないと行き過ぎた低価格は出てくると思うのですけれ

ども。そういった面での対応というのが対応済みという風に言うのか。契約書の対応とか、性能契約を

入れるとかそういったことは、今は入っていない。入っているのでしょうか。 
 
Ａ  取組方針の原案の前書きの中の「はじめに」というところの第１章、「入札・契約制度の適正化に係

る動き」の中の項目に「深刻な過剰供給構造となっている建設業において…行き過ぎた低価格受注」

と表記していますが、この意味はですね、道は最低制限価格を設定しています。国においては低入価

格札調査制度ですが、基準価格を下回る、相手がどういう思いで入札したかじゃなくて基準価格を下

回るような落札価格で落札した、そういう趣旨です。   
   ですから、北海道から言えば、最低制限価格制度という部分で言えば最低制限価格と同額で落札

してくる。それらの部分について行き過ぎた低価格という表現を使っております。 
 
Ｑ  最低価格をくぐったら落札できないんですよね。 
 
Ａ  道はそうですが、国は低入札価格調査制度ですから、その金額価格でいかがなものか調査して、

契約するかしないかを決定します。ただ、ほとんどが契約されているのですが。 
 
Ｑ  それで問題が出ているのか、いないのか。 
 
Ａ  品質の確保の部分で言うと、施工成績が極端に悪くなる、途中で投げ出す、下請け業者に対する

しわ寄せというのが現象としては出てくる。 
 



Ｑ  それは、この中に反映されているのでしょうか。 
 
Ａ  ダンピング対策というところで、第４章の適正な施工の確保です。ここ以外でも、一般競争入札にお

ける適正な資格要件の設定、総合評価方式の導入など品質の確保のための対応と考えております。 
 
Ｑ  最初の質問は、新規参入とかで、細かい内容まで判らずに参入した業者が出してしまったというこ

とで、違う種類の低価格ですよね。新規参入で判らずに低価格を付けてしまうというところは、意図し

てここに書き込んではいないと思うのですけれども、最低制限価格制度があり、そういう低い価格を間

違って付けてしまった業者がはじかれるようにはなっているかという言い方になりますか。 
 
Ｑ  行間を埋めなかったところはやっぱり低い価格を入れるだろうなと私は思うのですが。その結果、

最低価格を下回ると逆にペナルティ的な項目がでてきますよということなのですよね。そうすると、最

低制限価格以上で入れなさいということなのですよね。 
 
Ａ  委員がいわれているのは、新しい業者が入ってこないんじゃないかと、新しい業者は、入札に当た

ってどういう工事をしなきゃいけないということがよく判らない、きちんと仕様が出ていないから、普通

のところでいけば１億円くらいのが、この程度の工事であれば５千万円ぐらいでいいやと入れちゃうの

が出てくるのではないかというご心配じゃないかと思うのですけれども。 
工事に関しては、先ほどＡ，Ｂ，Ｃという話がでていたのですけれども、入札参加資格の審査という

ものを２年に一度やって、見積りもできない、技術士だとか設計する方もいない企業は、そもそも入札

参加資格がないですから、普通の工事で１億、２億でもいいのですけれども、それを良くわからなくて

大幅に下回る入札を入れると言うことは基本的にありえないのです。間違って入れることはあるだろう

と思うのです。 
一桁間違うとか。工事の内容とそれをするためにこの程度しかかからないだろうなと、というのは、

新規の業者でも、審査を受けた上で入札参加資格があるかないか判断されますから、それがないと

いう業者は入札そのものができないですから、入札においては入札参加資格があるかどうかというこ

とを事前に審査しますから、そういう形で間違って入れる業者はまずいないんでないかと思います。 
 
Ｑ  私が思ったのは、契約書とか仕様書の分量というのは、例えばイギリスと日本とでは全然違うんで

す。 
あらゆるリスク、こういう場合どうする、あることもないことも全部リストアップされていれば、それを

見て、こういうものもあるのだなという風に積算する訳ですけれども、書いてない。日本はその都度協

議するので、どこまで対応すべきか書いていないわけですよ。ということは、それを見て、そういうもの

を全部カットして入札しちゃう方もあり得るわけですよ。 
工事の手抜きとか下請けへのしわ寄せも、手抜きするつもりではなかったけど、それはリスクとして

考えていなかったとか、そういう可能性もあるわけですよね。そういうことを防いでいくためには、発注

する側の書類の改善というか、そういう対応をしていって、そういうことをしてもなおかつ低価格入札が

ある場合はこういう対応が必要なのだろうなと。 
 
Ａ  工事に関しては現実的にはそういうことがあり得ない。物品だとか役務の提供だとかということであ

れば、自分の頭の中で考えて、想像するわけですから、人件費も節約できるでしょうし、物を買ってき

てただそれを販売するだけなら、単なる手数料だけ入ればいいと言うことであろうかと思うわけですが、

工事の場合には、原材料が大部分を占めるわけですよね。基本的に原材料を購入しなければならな



い。 
例えば、建設業者、一社で職員を全員、人夫も含めて全部抱えてやっているというようなところはな

いわけですね。いろんな工事を細分化して、下請けに出している。そういうようなことをやらないとでき

ない仕組みになっているのに、どうやっていいか判らない、どういうものを求められているか判らない

という形で入札に参加できるはずがないと思うのです。 
ですから、当然、公共工事の入札に参加するものは、そのためにＡ，Ｂ，Ｃ，Ｄという会社の体力、

財務力、技術力に応じて発注標準という形で決めてランク分けしているわけですから、少なくともＡ，Ｂ，

Ｃ，Ｄの枠の中での技術的な能力を持っている人間が集まってきてやっているというふうに思っており

ますので。 
ただ、公共工事を受注したことのない方もいらっしゃるでしょうけども、少なくとも民間でそういう経験

がない方々は公共事業の資格が取れませんので、最初取りたいがためにということで判らないから

低入札で入れるというのは、他の業種ではあり得ると思うのですよ。要するに次に挽回できればいい

ということになると。工事に関して言えば、それをやった瞬間に途中で投げ出すか、下請けを叩いて手

抜きをするか、恐らくそれ以外あり得えない。それこそスーパーゼネコンは別ですよ。体力のあるとこ

ろは別です。 
 
Ｑ  国と道との違いが新聞等に出ていましたけども、夕張のシューパロありますよね。第１期、あれは

かなり落として取って。国は、１期とか２期とかに分かれている場合、２期目の工事の時はかなり歯止

めをかけていますよね。 
道の場合は、たとえば、１期目で低価格すれすれで落ちましたと、一つのダムを造る場合、それが

４期に分かれていて、２期、３期、４期と全て入札で、業者がバラバラということもあり得ると考えてよろ

しいのですか。それとも１期目をとれば自動的に４期目まで自動的に工事が発注されるかたちになる

のでしょうか。 
 
Ａ  それは、国と北海道の契約の違いが根本的にある訳です。北海道がダムのような大型工事をやる

場合は、債務負担ということで５年なら５年、１０年間なら１０年間ということで期間を設定して総額で

契約します。 
 
Ｑ  全体をですか。 
 
Ａ  全体をです。国のように、本来、債務負担を取るべきものを、ああいう形で分割して発注していると

いうのは、北海道はやっておりませんので。国は分割しながら、次の工事を随契でやっております。 
 
Ｏ  そういうことを、お伺いしたかったんです。 
 
Ａ  ですから、それを狙って、最初の工事については安く入れて、次で帳尻を合わせるというやり方は

可能だったのですが、今は国もそれを規制しております。 
 
Ｑ  債務負担行為の場合は、全体の金額を一旦出させるんですか。 
 
Ａ  工種によって違いますが、例えば、堤体だったら堤体ということで、国は３分割、４分割しているもの

全体を一つの工事として発注します。 
 



Ｏ  今、修文として出ているのは、対応困難な部分の見直しできることについては、順次改正していっ

て頂きたいと。 
後は、運用上の問題が出てきたときも、そういうことについて、改善しながら進めて頂きたいと。この

２つが出てきたと思うのですが、他にございませんか。 
 
Ｏ  それでは、引き続き進めたいと思います。談合情報対応手続きの改正案の意見の取りまとめを行

いたいと思います。事務局の方から、改正内容をご説明いただけますか。 
 
Ｅ （出納局より説明） 
 
Ｏ  これに対する意見について、お手元に配りましたものについて、皆さんの意見を頂いて修文したい

と思いますが。 
 
Ｑ  調べてくれと依頼があって、委員会で結論出すまでの時間は３０日以内となっていませんでしたか。

依頼があって、委員会を開いて意見を述べるまで、３０日という時間が非常にタイトにものになってい

ると思うのですけれども、このあたりはどうですか。 
 
Ｑ  委員会の３分の２以上ってありますよね。過半数ですか。それじゃ３名ですね 
 
Ｏ  まあ、それは臨機応変にやるしかないということですけれども。 
 
Ｏ  場合によっては、委員会という形じゃなくて、それぞれ証拠をお持ちしてですね、何回もやるわけに

はいかないと思いますので。 
 
Ｑ  委員会を開いてやるということでもないわけですか。 
 
Ａ  委員会の総意として意見が出てくればよろしいのかなと思いますので。現実問題として、日にちを

いくら設定しても、委員会そのものが開けないような日が続けば、それだけで３０日過ぎてしまうことも

あり得ると思いますので。 
ですから、その辺は現実に案件が出てきた場合に、速やかにやる方法としては、委員会に皆さん

が集まって頂いた形でやるだけではなく、それ以外の形でも、個々にご説明に行くなりですねいろいろ

な対応はしていかなきゃならないだろうなとは思っております。 
 
Ｏ  そういうことを決めなきゃだめなのですよね。 
 
Ｏ  そうですね。もし、意見に盛り込むとしたら、躊躇しないで、委員会を有効活用してください。というよ

うなことになるのでしょうか。 
 
Ａ  まだ今までやっていないので、どのくらい案件が出てくるかわからないですけれども、これがあまり

にも出てくることになれば、それに対応したようなことを考えなきゃならないと思います。年に一回とか

そのぐらいだったら対応も何とかできると思うのですが。 
 
Ｑ  特定の職員の入札への不当な関与が指摘されたものとか、この委員会に審議を経ることが適当で



あると支出負担行為担当者が認めるものとか、要件がありますから、そんなにたくさんということはな

いのですか。 
 
Ａ  年に十何件とか、全部ということはあり得ない。かなり特定の部分で、入札監視委員会のご意見を

聞かなければというような案件に絞ってということで、そうそうあるとは思えないのです。 
 
Ｏ  文書による意見の提出を認めるとか、直接できないのならそういうことも 
 
Ｏ  細かいことは手続きの問題なので、意見の中身としなくていいのかなと思うのですけど。ただ、期

限があるから、こちらに回すのを躊躇してはいけないとか、そのようなことは加えていいのかなと思い

ます。 
 
Ｑ  その他入札監視委員会による審議を経ることが適当である案件とは、色々持ってこられるようにつ

いていると思うのですけれども、例えばどういうものがありそうなのですか。 
 
Ａ  契約担当部署には質疑応答のような形で、運用通知のような形で知らしめようと思うんですけれど

も、かなり特定して考えております。 
広く何でもかんでもという意味じゃなくて、録音テープが示されたとか、メモなどが提供される場合が

あるのですが、物的証拠がある場合、物的証拠の評価の仕方もあると思いますが、そういうものが提

供されて、どうも公正入札委員会ではなかなか断定しづらいと、物的証拠を持っても談合の確証が得

られないという結論が出て、果たしてそれでいいのだろうか、というときに、第三者の意見を伺おうと言

うような趣旨なのです。ですから何でもかんでも調査検証をお願いしようという趣旨ではございませ

ん。 
いままでそういうケースは、確か録音テープは一度だけあっただけで、メモは今のところないはずで

す。そういうケースはほとんどないかなとは思っていますけれども、現場の公正入札委員会が判断を

迷うものについて審議をお願いしたいと考えております。 
 
Ｏ  限定的と言うのであれば、具体的に、こういう場合とか出した方がいいんですか。そこは伏せた方

がいいのですか。 
 
Ａ  それは、限定した表現でも構わないです。これは色々協議していくなかで、こういう表現に収まった

のですけれども、今の例示だけではなくて、他の場合もあり得るかなという想定で、とれるように書い

てある。 
 
Ｑ  新旧対照表がついていますよね、具体的にはどこに、 
 
Ａ  （８）の（ア）と（イ）に、ここの部分は、通達の下に質疑応答がありまして、その中で明らかにしていこ

うと思っております。 
 
Ｏ  あまり、こういう場合のみ入札監視委員会に持って行くというふうに書いてしまうと、入札監視委員

会を利用しにくくなる。なかなかあてはまらないケースばっかりだったら困りますので、ここは、これで

いいと思います。 
 



Ｑ  フロー図では、入札監視委員会が、事情聴取の下に談合情報の認否ということで、「または」と表

現が入っていますよね、その下にまた談合情報の認否ということで公正入札調査委員会とございます

よね、これでいきますと、一度入札監視委員会で対応したものは、最後まで入札監視委員会ではなく

て、後は公正入札調査委員会で対応するということになるんですね。 
 
Ｑ  談合情報が一致した場合の部分ですけれど、官製談合的な意味合いの部分は、むしろ前段に入

れておりますが、一致したという所見の対応については公正入札調査委員会の対応の仕組みにして

おりますので、ここはこういう表現になっております。 
談合情報が入った瞬間に、事後であっても、入札後でも契約締結後でもいいんですが、官製談合

的なもの、職員が関与した談合情報であれば、一致したものも含まれてくるのかもしれないですけれ

ども、そういうものを入札監視委員会で審議頂くということはあり得ると思います。基本的には一致し

た場合については、仕組みとして公正入札調査委員会がやるのだというふうに整理させて頂いており

ます。先ほどの部分に該当して、さらに一致した同様のケースがあれば、入札監視委員会ということ

もある得るのかなと。 
 
Ｑ  この改正後の表で、最後の談合の強い疑いというのは、「入札取り止め」じゃなくて、「入札やり直

し」になるんじゃないですか。この３つが、「無効入札」と「入札取り止め」と「落札」、「入札」じゃなくて、

「入札やり直し」になるんじゃないですか。 
 
Ａ  入札を取りやめて入札を新たにしなおすという。 
 
Ｑ  やめるということは、結局無効入札と同じことだから、そこに決めるか決めないかだから、２つとも

無効ということでは同じではないのですか。 
 
Ａ  その後の手続き的には同じになるかと思いますけれども、談合の事実ありというところでは、道の

手続き上入札を無効にするという取り扱いができることとなっておりまして、談合の疑いが強いという

ような判定の場合は、事実があれば規則上無効入札という規定があるのですけれども、談合の疑い

が強いと言うところでは、まだ、無効入札とは言い切れないものですから、苦渋の判断ではあるので

すけれども、ここは入札取り止めという手続きを採用することにしております。 
 
Ｑ  でも、これは入札後ですよね。 
 
Ａ  そうです。 
 
Ｑ  入札がなかったことにするということですか。 
 
Ａ  入札の落札決定をしないということです。 
 
Ｏ  落札決定をしないと言うことですか。判りました。 
 
Ｏ  他にありませんか。それでは、どうしましょうか、時間の問題がありますから、こちらとしては、迅速

に対応するから、みたいなことを、修文して出しますか。時間の問題がありますが、もし、依頼があれ

ばこちらとしては迅速に対応するとかなんとかということで。これに対する委員会の心構えみたいなも



のを書いてもよろしいわけですよね。案に対する意見ではありますけれども、一生懸命やりますみた

いな。 
 
Ｏ  異論がなく受けますよということで、すべて、表現、包括しているかなというふうに取っていいのかな

と思いますけれども。 
実際、１週間とか１０日でやるとかいうんであれば、これは事実上難しいかなと思いますけれども、

３０日のなかでいけば、全てが必ずしも時間的に短いわけじゃなくて、案件によったら、３０日の間でも

処理できるんであれば。例えば、３０日を伸ばせということになれば、意見ということになるんですが、

そうでなければ、特にそんな時間的な問題を意見としては、なくてもいいのかなと思うんですけれど

も。 
 
Ｏ  期限内にやるのだというスタンスでありますけれども。 
 
Ｏ  逆にやらざるを得ないという状況です。 
 
Ｏ  じゃあ、特に異論はないと言うことでよろしいですか。それではそうさせて頂きます。 
 
O  抽出審議案件についてですね。よろしくお願いします。 
 
Ｅ  前回と前々回で予定に上がっていたものの中から選ぶということでよろしいですか。 
 
Ｏ  よろしいですか。 
 
Ｅ  建築局と日高支庁の方と２つあったんですけれども。 
 
Ｑ  だいたい、一回りしたのですよね。 
 
Ａ  はい。新たな気持ちで選んで差し支えない状態です。 
 
Ｏ  日高支庁のなかからピックアップして行います。よろしいですか。 
 
Ｏ  公共調達に係る外部通報窓口の設置についてと北海道入札監視委員会設置要綱の改正につい

てということで、事務局の方から説明してください。 
 
Ｅ  （事務局から説明） 
 
Ｑ  外部窓口の設置はどういう経緯でこういう流れになったのですか。 
 
Ａ  全国知事会の入札改善の提案の中に含まれていた事項です。 
 
Ａ  宮崎、和歌山、福島の３知事が逮捕されたということを受けて、全国知事会で色々な改善を提案し

た中の一つとして、職員が内部のことで何か知った場合については通報する窓口を設置するというこ

とです。 



実は、職員が知り得たことで、実は談合があったとか、上司からこういうことを言われたというような

ものは、行政改革課のほうでもう受け付けているのですけれども、今般、知事会の中で、職員が名前

を言うということから、なかなか言い出しにくい面があるんじゃないかということで、外部の人に職員が

通報して、外部の人が、調査の窓口である庁内には、名前を消して、通報内容だけこちらにくるという

ことにすれば、職員としても名前を知られないで通報ができるから、通報しやすいんではないかとで、

職員の通報窓口を今までの内部、道でいえば行政改革課だけではなくて、外部のどなたかにという制

度を作ってはどうか、ということで知事会の方針として出たものですから、それを受けて、今般、こうい

う形で整理させて頂くということにしたということです。 
 
Ｑ  道職員の皆様に、こちらの電話番号を教えるということで。 
 
Ａ  職員だけにです。外部の方には別の窓口がありますのでそちらにいってくださいと言うことになりま

すので、職員からだけのものを受け付けて頂くということにしております。 
 
Ｑ  皆さんにお知らせする方法は 
 
Ａ  庁内の職員あてのイントラネットなどもありますので、そこにこういう窓口がありますということで、通

報する事案が出ればこちらへと。 
内部として名前が知れてもいいんだと言うことになれば、私どもに直接いただければよろしいですし、

そうでなければ外部の窓口ということでそちらへ通報するということで、方法が、新たに一つ加わりま

したよということです。 
 
Ｏ  他にご質問等ございませんか。なければ本日のすべての議題これで終了します。 


